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第１節 食料自給率の動向 

（１） 食料自給率の動向 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 平成 25(2013)年から平成 29（2017）年の全国のカロリーベース食料自給率は

40％弱であるのに対して、近畿の食料自給率は 12％です。また、品目別の自給率

も総じて全国より低い状況にあります。（図表－1～6） 

これは、近畿が大消費地であり、人口で全国の 16％を占めるのに対し、農業産

出額は 5％であるなど、消費に比べ供給が少ないことによるものです。 

〇 この中で、果物の自給率は、全国は 34～36％で推移しているのに対し、近畿

は、南部地域において、うめ、みかん、かき等の生産が多いことから（P52 参照）

自給率が高く、近畿全体では 26～28％となっています。（図表－4） 
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図表－1 食料自給率（カロリーベース） 

（近畿・全国） 

図表－2 米自給率（近畿・全国） 
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図表－3 野菜自給率（近畿・全国） 
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図表－4 果物自給率（近畿・全国） 
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図表－5 牛肉自給率（近畿・全国） 
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※ 数値は、近畿農政局にて算出。 

図表－6 牛乳・乳製品自給率（近畿・全国） 
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第２節 食料消費の動向と食育の推進 

（１） 食料消費の動向 
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資料：総務省「家計調査」（二人以上の世帯）
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資料：総務省「家計調査」（二人以上の世帯）
 

〇 近畿における１世帯当たり１か月間の食料消費支出は、全国より高い水準にあり

ますが、近年、増加傾向にあった二人以上の世帯の食料消費支出（名目）は、平成

29（2017）年以降から横ばいで平成 30（2018）年は、7 万 5,247 円となりました。 

（図表－1） 

〇 平成 30(2018)年の食料消費支出の品目別割合を平成 12(2000)年と比較すると、

肉類は 10.5％から 11.6％、お弁当や総菜等の調理食品は 10.6％から 12.9％に上昇

していますが、生鮮魚介は 7.8％から 4.7％、米は 4.4％から 2.7％へと大きく低下

しています。（図表－2） 

図表－2 １世帯当たり１か月間の食料消費支出の品目別割合の変化（近畿） 

図表－1 １世帯当たり１か月間の食料消費支出（名目） 
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単位：円

順位 支出金額 順位 支出金額 順位 支出金額 順位 支出金額 順位 支出金額 順位 支出金額

28 3,436,668 41 3,223,830 48 3,124,068 47 3,124,776 8 3,739,861 51 2,844,015

8 1,011,915 11 1,000,254 15 986,927 25 949,562 6 1,016,154 48 872,973

4 84,185 3 84,858 2 85,077 10 82,045 15 80,298 22 78,222

25 23,616 22 23,953 13 25,284 39 21,490 33 22,495 18 24,592

5 35,931 2 37,553 3 36,853 1 37,951 7 34,501 16 32,560

17 18,011 23 17,522 20 17,663 33 16,919 29 17,238 41 16,021

10 3,806 7 3,946 9 3,832 22 3,377 17 3,539 34 3,083

14 2,510 5 3,073 44 1,865 29 2,199 6 2,997 7 2,838

3 87,883 7 85,499 23 78,030 41 71,330 10 85,047 22 78,194

4 49,962 5 49,420 17 45,852 32 42,331 7 48,935 13 47,254

2 46,566 3 46,136 14 42,642 27 39,509 5 45,706 9 44,732

たい 6 2,080 8 1,945 12 1,842 7 2,003 11 1,871 13 1,815

たこ 17 1,448 5 1,653 3 1,843 8 1,579 1 1,864 12 1,521

えび 8 3,787 6 3,988 4 4,034 12 3,537 7 3,846 1 4,257

かに 5 2,442 4 2,933 8 2,223 26 1,478 7 2,353 6 2,401

1 110,884 3 107,964 6 105,295 12 98,771 2 110,190 4 107,537

3 92,247 4 90,316 6 89,040 11 82,280 1 92,995 2 92,411

4 36,812 3 37,179 6 34,897 11 30,022 1 38,247 2 37,690

3 18,993 4 18,466 12 17,826 16 17,484 11 17,845 14 17,768

12 48,727 15 47,799 24 46,057 23 46,258 1 53,124 39 43,644

7 16,972 14 16,459 19 16,028 5 17,116 1 18,256 24 15,638

8 10,214 7 10,330 11 10,033 13 9,976 5 10,737 9 10,210

7 123,629 2 129,138 20 112,298 24 109,290 9 121,009 45 96,444

8 81,723 4 85,556 13 77,516 20 75,422 10 79,148 44 64,374

5 1,939 3 2,106 2 2,109 4 2,018 7 1,852 9 1,793

8 3,875 3 4,236 2 4,236 4 4,141 14 3,650 23 3,215

19 40,353 35 37,171 42 34,795 39 36,044 9 43,221 37 36,479

22 37,356 36 34,077 43 31,950 39 33,359 7 39,958 35 34,260

2 46,656 10 45,043 43 40,846 33 41,958 7 45,622 49 39,144

4 92,693 16 87,671 36 81,017 39 80,721 13 90,398 51 70,215

5 11,671 4 11,897 23 9,452 29 9,193 6 11,408 48 7,819

11 8,342 10 8,628 4 9,146 2 9,759 7 8,847 50 6,114

15 130,170 28 120,997 10 133,902 30 119,998 24 122,542 50 101,934

3 4,297 2 4,645 5 3,780 15 3,026 4 3,882 11 3,138

3 2,690 1 2,837 4 2,565 9 2,328 7 2,381 14 2,225

43 50,719 49 48,341 28 52,477 50 48,221 34 51,973 51 47,318

2 8,155 1 8,372 39 6,167 28 6,467 3 7,942 20 6,763

28 5,099 45 4,352 15 5,646 37 4,762 44 4,409 49 3,998

27 41,059 22 42,177 17 43,162 16 43,333 31 38,931 30 39,188

4 13,671 2 14,064 19 11,901 30 10,989 27 11,057 14 12,177

36 154,958 28 163,596 15 173,970 18 171,593 16 173,800 48 134,655

注２：各府県の数値は県庁所在地の都市の結果である。

和歌山県
（和歌山市）

 消 費 支 出 計

食料消費支出計

穀類

米

パン

主な品目

滋賀県
（大津市）

京都府
（京都市）

大阪府
（大阪市）

兵庫県
（神戸市）

奈良県
（奈良市）

麺類

生うどん・そば

乾うどん・そば

魚介類

生鮮魚介

鮮魚

乳卵類

牛乳

肉類

生鮮肉

牛肉

鶏肉

ねぎ

卵

野菜・海藻

生鮮野菜

はくさい

果物

生鮮果物

菓子類

他の和生菓子

油脂・調味料

コロッケ

飲料

他の洋生菓子

調理食品

うなぎのかば焼き

資料：総務省「家計調査」（二人以上の世帯）を基に、平成28（2016）年～平成30（2018）年の平均を算出

注１：都道府県庁所在市及び平成22（2010）年4月1日現在で政令指定都市であった都道府県庁所在市以外の都市（川崎市、相模原市、浜松市、

        堺市及び北九州市）を含めた52都市の順位である。

酒類

ビール

外食

コーヒー

炭酸飲料

：支出金額が10位以内 ：支出金額が下位10位

 

（参考） １世帯当たり主な品目別全国順位及び年間平均支出金額（３か年平均） 
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（２） 食育の推進と国産農林水産物の消費拡大、和食文化の保護・継承 

【セミナー・シンポジウム等の開催状況（平成 30（2018）年度）】 

  ・食育セミナー（6月） ・食育シンポジウム（10 月） ・和食シンポジウム（11月）  

・地産地消等推進フォーラム（2 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「FAN」ホームページ（令和元（2019）年７月 25 日現在） 

 

図表－2 全国及び管内における管内市町村の食育推進計画作成状況（平成 30（2018）年度） 

区分 全 国 
管  内 

管内合計 滋 賀 京 都 大 阪 兵 庫 奈 良 和歌山 

市町村数(A) 1,741 198 19 26 43 41 39 30 

作成済数(B) 1,476 165 19 18 40 41 37 10 

作成割合(B/A) 84.8% 83.3% 100.0% 69.2% 93.0% 100.0% 94.9% 33.3% 

資料：農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課調べ（平成 31（2019）年３月末現在） 

図表－1 FAN 推進パートナー数 

区分 推進パートナー数（社） 

全 国 10,766 

近 畿 1,342 

滋 賀 101 

京 都 188 

大 阪 483 

兵 庫 366 

奈 良 76 

和歌山 128 

〇 食や農林水産業への関心を高めるとともに、第３次食育推進基本計画の目標達成

及び和食文化の保護・継承に資するため、セミナー・シンポジウム等を計画的に開

催しています。 

〇 国産農産物の消費拡大に向けて、民間企業・団体・行政等が一体となって「フー

ド・アクション・ニッポン」（通称：FAN）の取組を推進しており、近畿では 1,342

社が推進パートナーとなっています。（図表－1） 

〇 食育基本法に基づく食育推進計画は、平成 31(2019)年 3 月末現在、近畿全府県

で作成され、市町村段階では 165 市町村（近畿全体の 83.3%）で作成されていてい

ます。（図表－2） 

 

 

食育セミナー開催 

 

FAN のロゴマーク 

 

和食シンポジウム開催 

和食シンポジウムでの
「だし」の試飲 
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第４節 食の安全と消費者の信頼確保 

（１） 食の安全確保の取組 

〇消費者団体等との意見交換会・工場見学 

 

 

 

 

 

 

     

〇移動消費者の部屋(京田辺市)          〇「夏休み親子見学デー」での様子 

       

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 「食の安全」等をテーマにした消費者団体等との意見交換会を 6 か所で開催して

いるほか、ACAP※等とも連携し、「食の安全確保」に向けた情報交換なども実施して

います。 

〇 また、小学生とその保護者を対象にした「夏休み親子見学デー」や「移動消費者

の部屋」を開催し、食の安全をはじめ農林水産省の業務に理解を深めてもらう取組

も行っています。 
 

※ACAP(the Association of Consumer Affairs Professional)は、企業や団体の消費者相談など消費者関連部門の責任者・

担当者等で組織された公益社団法人で、消費者・企業・行政相互の信頼の構築に向け、調査・研修・啓発活動などの活動

を行っている団体。  
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（２） 消費者の信頼確保の取組 

 

〇加工食品の原料原産地表示の制度の普及・啓発（消費者団体との意見交換会） 

     

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図表－1 食品のトレーサビリティの取組状況（近畿）（平成 30(2018)年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：農林水産省「食料・農業及び水産業に関する意識・意向調査」（平成 31(2019)年 3 月公表） 

生産者は農畜水産物の「出荷記録」を一定期間保存する取組の実施状況 

流通加工業者は「内部トレーサビリティ」の取組の実施状況 

 

○ 国内で製造した全ての加工食品の原料原産地表示が、令和 4（2022）年 3 月 31 日

までに順次切り替わります。 

〇 近畿農政局では、消費者団体等との意見交換会や講習会等の場において、普及・

啓発を行っています。 

〇 近畿農政局では、食品事業者を対象とした講習会等の場で食品トレーサビリティ

の意義や方法等の普及・啓発を行っているところですが、いかに取組率の向上を

図るかが大きな課題です。 

〇 生産者では 62.8％が「全て保存」している一方、流通加工業者では 35.7％にと

どまっています。（図表－1） 

35.7 18.5 45.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（流通加工業者）

全ての食品で実施

一部の食品で実施

実施していない

62.8 28.0 9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（生産者）

全て保存

部分的に保存

保存していない
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（３）ＣＳＦへの対応 

 

【ＣＳＦの防疫措置状況（近畿） 国内８例目関連農場】 

大阪府 東大阪市 

（平成 31年２月） 

・農場で飼養していた豚、７３７頭全てを殺処分。 

・大阪府の要請を受け、近畿農政局職員の延べ１２５人が防疫措置を

支援。 

滋賀県 近江八幡市 

（平成 31年２月） 

・農場で飼養していた豚、６９９頭全てを殺処分。 

 

 【管外への人的支援】 

愛知県 瀬戸市    ・要請を受け、近畿農政局職員の延べ 68 人が防疫措置を支援。 

  （平成 31年３～４月）  

 

 

 

 

 

○ 平成 30 年 9 月 9 日、我が国では、平成 4 年以来となるＣＳＦの発生が確認され

ました。その後、平成 31 年 2 月愛知県で発生したＣＳＦ（国内８例目）の関連農

場が滋賀県、大阪府で確認されました。 

これを受け、近畿農政局では、防疫措置に対する人的支援等を行いました。 
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第４節 食品産業の動向 

(１) 食品産業の動向 

 

  

 

  

         (百万円) 
 

全国 近畿 

 
 滋 賀 京 都 大 阪 兵 庫 奈 良 和歌山 

食料品製造業 

（製造品出荷額等） 

29,055,931  4,262,835  364,930  549,430  1,261,469  1,662,752  248,330  175,924  

全国に占める割合（%） 100 14.7 1.3 1.9 4.3 5.7 0.9 0.6 

平成 20 年 23,380,224 3,359,149 223,588 424,983 1,033,394 1,337,906 208,811 130,467 

平成 10 年 24,599,380 3,556,766 187,125 408,655 1,146,238 1,450,758 211,083 152,907 

飲食料品卸売業 

（年間商品販売額） 

85,023,785  13,634,127  225,333  1,070,915  8,855,363  2,903,250  227,361  351,905  

全国に占める割合（%） 100 16.0 0.3 1.3 10.4 3.4 0.3 0.4 

平成 19 年 75,649,023 11,793,826 216,954 1,266,297 7,295,847 2,451,922 260,699 302,107 

平成９年 97,847,794 16,476,483 446,853 1,580,791 10,406,989 3,325,811 351,682 364,357 

飲食料品小売業 

（年間商品販売額） 

39,491,403  6,299,142  395,775  855,234  2,686,331  1,649,915  373,647  338,240  

全国に占める割合（%） 100 16.0 1.0 2.2 6.8 4.2 0.9 0.9 

平成 19 年 40,813,293 6,537,019 393,677 881,552 2,819,817 1,733,203 374,478 334,292 

平成９年 42,824,538 6,797,099 370,614 970,959 3,000,163 1,771,700 351,298 332,365 

◯ 食料品製造業の平成 30 年の製造品出荷額は、4 兆 2628 億 3500 万円となっていま

す。（全国に占める近畿の割合は 14.7%）。（図表－1） 

◯ 飲食料品卸売業及び飲食料品小売業の 28 年の年間商品販売額は、それぞれ 13 兆

6341 億 2700 万円（同 16.0%）、6 兆 2991 億 4200 万円（同 16.0%）となっていま

す。（図表－1） 

◯ 食品製造業の製造品出荷額及び飲食料品卸売業の年間商品販売額は 10 年前と比

べて増加の傾向が見られますが、飲食料品小売業の年間商品販売額は 20 年前から

減少若しくは横ばいで推移しています。（図表－1） 

図表－1 食品産業における近畿の位置づけ（平成 30（2018）年） 

資料：平成 30（2018）・20・10 年工業統計表、平成 28・19・９年経済センサス-活動調査 
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（２） 食品流通（卸売市場）の動向 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 

(２) 環境問題の社会的な課題への対応 

 

 

 

青果
水産
花き

滋賀県 0 9 5 1 2 1 9

京都府 2 1 1 16 1 8 5 2 18

大阪府 4 3 1 19 1 12 1 1 4 23

兵庫県 4 1 1 1 1 28 9 4 3 8 3 1 32

奈良県 1 1 9 5 1 1 2 10

和歌山県 1 1 25 4 4 16 1 26

近畿計 12 1 7 1 3 106 20 34 7 30 5 10 118

全国計 64 7 23 6 13 4 10 1 1,037 145 335 122 313 21 101 1,101

合計食肉
市場

中央卸売市場

小計 青果
水産

青果
花き

小計

地方卸売市場

総合
市場

青果
市場

水産

消費地

市場

水産

産地

市場

花き
市場

青果 水産 食肉 花き
区分

    （単位：億円） 

区  分 青 果 水産物 食 肉 花 き 合計 

中央卸売市場 

近畿 3,967 3,050 498 31 7,546 

全国 19,813 15,059 2,744 1,165 38,781 

全国比 20.0% 20.3% 18.1% 2.7% 19.5% 

地方卸売市場 

近畿 884 533 349 631 2,396 

全国 13,433 13,981 1,470 2,302 31,186 

全国比 6.6% 3.8% 23.7% 27.4% 7.7% 

◯ 平成 29（2017）年度末現在、近畿には 12 の中央卸売市場（全国に占める近畿の割

合は 18.8%）と、106 の地方卸売市場があります（同 10.2%）。（図表－1） 

◯ 市場の取扱実績額をみると、ほぼ横ばいで推移しており、29（2017）年度におい

て中央卸売市場では 7,546 億円（同 19.5%）となっています。（図表－2，3） 

◯ また、同年の地方卸売市場の取扱実績額は、2,396 億円（同 7.7%）となっていま

す。（中央卸売市場、地方卸売市場とも、取扱額はほぼ横ばい）（図表－3） 

図表－1 近畿の卸売市場数（平成 29(2017)年）

図表－3 近畿の卸売市場の取扱額 

（平成 29(2017)年度） 

4,527 4,541 4,756 4,974 4,851 

3,654 3,784 3,732 3,806 3,583 

803 860 860 964 847 

704 589 603 685 662 0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
億円 青果 水産 食肉 花き

図表－2 近畿の卸売市場の取扱額の推移 

（中央と地方の合計額） 

資料：農林水産省「卸売市場データ集」 

注 ：水産産地市場とは、主として漁業者又は水産業協同組合から出荷される水産物の卸売のために陸揚地において開設され、他の

卸売市場に出荷する者、水産加工業者を営む者等に卸売するための卸売場の面積が 330 ㎡以上の卸売市場 

資料：農林水産省「卸売市場データ集」（中央市場）、「地方卸売市場関係資料」（地方卸売市場） 

注 ：水産物については、産地市場を除く 
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（３） フードバンクの活動 

注）フードバンク活動とは、食品関連事業者等から包装の破損や印字ミス、賞味期限が近いなど、食品の品質には

問題ないにもかかわらず、廃棄されてしまう食品・食材を、食品関連事業者から譲り受け、福祉施設等へ無償で

提供するボランティア活動。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜フードバンク関西＞ 

フードバンク関西は、日本で２番目に設立された認定特定非営利活動法人である。 

 〇 活動内容及び取扱量など 

企業などから寄贈された食品を、支援を必要とする人たちを支える福祉施設や団体に、無償で

分配する事業を行い、さらに｢食のセーフティネット｣として、取扱う食糧を、行政の福祉関連窓

口を通して、緊急食糧支援を必要とする個人や世帯に無償分配している。 

平成 25（2013）年度（平成 25（2013）年９月～平成 26（2014）年８月）に要支援者を支える

１０２団体に食糧を無償で分配し、１カ月当たりの受益者延べ人数は６千人を超えている状況。

（近畿管内最多） 

平成 26(2014)年の１年間に、食品関連企業や個人から１８７トンの食糧の寄贈を受け、１０２

の非営利団体を通じて、支援を必要とする人達に届けている。（近畿管内最多） 

 

〇 特例的な取り組み 

新しく｢子ども元気ネットワークひょうご｣を、ＮＰＯと協働で立ち上げ、貧困にも負けず頑張

っている子ども達の健やかな成長を応援する活動、また、小学生を対象にした「食育プログラ

ム」をＮＰＯと協働で作成し、食べ物の大切さを子ども達に考えてもらう活動にも取り組んでい

る。  

◯ フードバンク活動団体は、各県別に見ると、滋賀県が 3 団体、京都府が５団体、

大阪府と奈良県、和歌山県が各１団体、兵庫県が２団体の合計１３団体で、要支援

者への食料の供給活動を行っています。（図表－1） 

兵庫県 ２団体 

神戸市、姫路市 

京都府 ５団体 

京都市、向日市、長岡京市 

奈良県 １団体 

斑鳩町 

大阪府 １団体 

堺市 
滋賀県 ３団体 

草津市、甲賀市、彦根市 

和歌山県 １団体 

御坊市 

図表－1 フードバンク活動団体の分布状況（近畿） １３団体 

フードバンク活動団体の一例（神戸市） 
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第５節 グローバルマーケットの戦略的な開拓 

（１）農林水産物・食品の輸出拡大 

 

 

 

 

  

奈良県 

＜主な輸出品目＞ 

 柿、茶、加工食品（素麺等）、日本酒（大吟醸）、 

リキュール、いちご 

＜主な輸出先＞ 

 香港、台湾、タイ、米国、ＥＵ（フランス等） 

 近畿の特徴的な輸出品目マップ 

京都府 

＜主な輸出品目＞ 

宇治茶、牛肉（Kyoto Beef 雅）、 

 青果（京野菜、いちご、梨等）、 

 日本酒、 加工食品（抹茶菓子、調味料）、 

 水産物（さわら、いわし等） 

＜主な輸出先＞ 

 香港、台湾、タイ、シンガポール、 

  マレーシア、ベトナム、EU、米国 

滋賀県 

＜主な輸出品目＞ 

 近江牛、米、茶、湖魚、日本酒、 

  加工食品（調味料） 

＜主な輸出先＞ 

 香港、台湾、タイ、シンガポール、 

  フィリピン、米国 

兵庫県 

＜主な輸出品目＞ 

米、淡路島産たまねぎ、 

 朝倉山椒、 丹波黒大豆、 

 神戸ビーフ、日本酒、牡蠣 

 兵庫海苔、乾燥ナマコ 

＜主な輸出先＞ 

香港、台湾、シンガポール、 

 EU、米国、UAE 

大阪府 

＜主な輸出品目＞ 

ぶどう（デラウェア）、ワイン、 

 茶、加工食品（お菓子）、 

 清涼飲料水 

＜主な輸出先＞ 

香港、マカオ、台湾、タイ、 

 マレーシア 

和歌山県 

＜主な輸出品目＞ 

桃、みかん、中晩柑、柿、うめ、梅酒、 

 水産物、ぶどう山椒 

＜主な輸出先＞ 

香港、台湾、タイ、シンガポール、 

 マレーシア、カナダ、EU、米国、豪州 
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〇 近畿管内の港・空港（神戸港、大阪港、関西国際空港等）から輸出される農林水

産物・食品の輸出額は増加傾向で推移しており、平成 30 年は全国の３割弱を占める

2,503 億円です。そのうち、農産物が大半を占めています。（図表－1,2） 

○ 平成 30 年の輸出先国・地域別の輸出額は、アジアが７割強、北米が２割弱を占

め、香港が約 800 億円と最も大きく、米国（約 390 億円）、中国（約 290 億円）と続

いています。（図表－3） 

○ 前年と比較すると、中国、豪州向けの輸出額が大きく伸びています。（図表－4） 

図表－1 農林水産物の港・空港別輸出額 

（平成 30 年） 

資料：「農林水産物・食品の輸出実績」 

※注）近畿農政局管内からの輸出額は貿易統計をもとに近畿農政局で作成 

図表－2 近畿管内からの輸出額の推移 

＋7.1％ 

（対前年比） 

※注）貿易統計をもとに近畿農政局で作成 
    （ ）内は総額に占める割合 

図表－3 国別地域別の内訳（平成 30 年） 図表－4 主要な国・地域への輸出額の動向 

（単位：億円）  
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  ※ＧＦＰ：Global Farmers / Fishermen / Foresters / Food Manufacturers Project  

              農林水産物・食品輸出プロジェクト 

 

図表－5 近畿におけるＧＦＰ登録状況                        （単位：件） 

   農林水産・食品事業者 流通事業者、物流業者等 計 

 全 国 1,238 699 1,937 

 近 畿 171 91 262 

  

滋 賀 18 2 20 

京 都 34 13 47 

大 阪 41 46 87 

兵 庫 38 23 61 

奈 良 20 4 24 

和 歌 山 20 3 23 

資料：近畿農政局調べ（令和元(2019)年 10 月末時点） 

 

図表－6  グローバル産地づくり推進事業（近畿農政局管内） 

府 県 事業実施者 取  組  内  容 

京 都 
京都府農林水産物・加工品

輸出促進協議会 

府内で生産されるえびいも等京野菜４品目、京たんご梨の台

湾向け産地づくりに取り組む。 

大 阪 
地方独立行政法人大阪府立

環境農林水産総合研究所 

府内で生産される醸造用ぶどうの生産拡大を図るとともに、

府内産ワインのアジア 4か国・地域向け産地づくりに取り組

む。 

 

 

 

  

〇 令和元(2019)年 10 月末時点での近畿のＧＦＰ※登録者は 262 件、訪問輸出診断

は 34 回実施しています。（図表－5） 

〇 令和元年度から取り組んでいる「グローバル産地づくり推進事業」については、

近畿農政局管内では京都府と大阪府で実施中です。（図表－6） 
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× 

（２）日本食・食文化の海外展開 

 

  図表－1 京都おぶぶ茶苑合同会社（京都府和束町）の受賞概要 

茶食×茶畑観光（ティーツーリズム）  

人口約 3,900 人のお茶の街、京都府和束町。日本

遺産にも選定された美しい茶畑や茶工場を訪れ、

９種類の日本茶のテイスティングを通じ、日本

茶、お茶の製法、お茶文化を学ぶ体験。      

 

  

〇 「食かけるプライズ」については、全国で大賞など１４件が受賞し、近畿農政

局管内からは３３件の応募があり、その中で、京都おぶぶ茶苑合同会社（京都府

和束町）が食かける賞を受賞しました。（図表－1） 
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（３）規格・認証・知的財産の活用（地理的表示（GI）保護制度） 

 

 

 

 

 

          

 

  

〇 地理的表示（GI）保護制度については、全国で 86 産品が登録されており、近畿で

は 8 産品が登録されています。（図表－1） 

 令和元年 11 月末時点で、86 産品が登録されており、近畿農政局管内で登録された産品は、畜 
産物では日本三大和牛とも称される銘柄牛である兵庫県の「但馬牛」・「神戸ビーフ」、滋賀

県の「近江牛」、農産物では京都府のさわやかな甘い香りと、ほのかなとうがらしの香りが匂 
う「万願寺甘とう」、兵庫県の加熱するともちもちした食感を有する「佐用もち大豆」、滋賀 
県の甘皮（種皮）部分が多く、それに由来する緑の色調や香りが強く出るのが特徴の「伊吹そ 
ば」、加工品では奈良県のしっかりとしたコシの強さの「三輪素麺」、和歌山県の伝統製法に  

より生産されている食べる味噌「紀州金山寺味噌」の 8 産品が登録されています。 

図表－1 近畿の GI登録産品
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（４）規格・認証・知的財産の活用（GAP 認証） 

※ＧＡＰ（Good Agricultural Practice）農業生産工程管理。農業において、食品安全・環境保全・労働安全等持続

可能性を確保するための生産工程管理の取組。  

  

                                   

 GLOBALG.A.P. ASIAGAP JGAP 計 

全国 702 1,869 2,851 5,422 

近畿 30 185 37 252 

 滋賀 6 16 3 25 

京都 2 97 9 108 

大阪 1 0 2 3 

兵庫 13 9 9 31 

奈良 1 63 10 74 

和歌山 7 0 4 11 

資料：（一社）GAP 普及推進機構、（一社）日本 GAP 協会公表資料等を基に農林水産省で作成 

   全国は平成 31（2019）年 3月末時点。近畿は令和元（2019）年 6月時点 

 

 

 

 

 

図表－2 品目別の GAP 認証取得経営体数（近畿） 

 

資料：（一社）日本 GAP 協会公表資料等を基に近畿農政局で作成。令和元（2019）年 6月時点 

   同一経営体が複数の品目の認証を取得しているため、計が一致しません  

茶

185

(72%)

青果物

55

(21%)

穀物

13

(5%)

畜産

4

(2%)

○ GAP※認証取得経営体数は、全国で 5,422 経営体となっており、うち近畿は 252 経

営体となっています。（図表－1） 

○ GAP 認証取得経営体を品目別にみると、茶が全体の７割以上を占めています。これ

は、茶の実需者が GAP 認証を取引の要件としていることが要因と考えられます。 

（図表－2） 

 

 GLOBALG.A.P.：ドイツの Food PLUS GmbH が策定した第三者認証のＧＡＰ。 主に欧州で普及。 

ASIAGAP     ：一般社団法人日本のＧＡＰ協会が策定した第三者認証のＧＡＰ。 国際承認を取得済でアジアで普及

を目指す。 

  JGAP      :一般社団法人日本のＧＡＰ協会が策定した第三者認証のＧＡＰ。 日本で普及。 

  

図表－1 GAP 認証取得経営体数                  （単位：経営体） 
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第６節 生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出 

（１） 6 次産業化の推進 

図表－1 近畿管内の農業生産関連事業の年間総販売金額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－2 近畿管内における総合化事業計画の認定件数（令和元(2019)年７月 31日現在） 

 

 

      （単位：件） 

 

区 分 
総合化事業計計画 

の認定件数 

  
研究開発・成果

利用事業計画  うち 

農畜産物関係 

うち 

林産物関係 

うち 

水産関係 

 滋 賀  68  63    5    

 京 都  47  42  5    2  

 大 阪  39  33  2  4  1  

 兵 庫  114  105  2  7    

 奈 良  45  41  3  1    

 和 歌 山  69  64    5    

 近 畿 382  348  12  22  3  

 全国（参考） 2,473  2,189  101  183  26  

〇 平成29(2017)年度の農業生産関連事業の年間総販売金額は1,467億円、全国の約

7％です。平成25(2013)年度に比べ、全国では2,869億円(115%)増加しているのに対

し、167億円(113%)増加しています。（図表－1） 

〇 総合化事業計画の認定件数は382件、全国の約15％の認定件数となっています。

また、兵庫県は114件で北海道に次ぐ全国で2位の認定件数となっています。 

（図表－2） 

0

400

800

1,200

1,600

平成25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

(億円）

農
産
物
直
売
所

7065
63

67

829

68

農
産
物
の
加
工

その他

404

1,014976950902

384392454434

1,300
1,4671,4381,469

1,399
(18,175) (18,672) (19,680) (20,275) (21,044)

資料：農林水産省「６次産業化総合調査」 

注：その他は観光農園、農家民宿、農家レストランの合計 

  （  ）は、全国の年間総販売額 

（全国） 
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（２） 地産地消の取組の推進 

 

 

図表－1 地産地消促進計画の策定状況 

 

◯全国の地産地消促進促進計画の策定状況（平成 31 年 3月末現在） 

区分 都道府県 市町村 

策定している 47 （100.0％） 1,526 （87.7％） 

策定していない 0 （0.0％） 215 （12.3％） 

合計 47 （100.0％） 1,741 （100.0％） 

   

◯近畿農政局管内における地産地消促進計画の策定状況（平成 31 年 3月末現在） 

都道府県名 策定状況 市町村数 うち策定済市町村 市町村策定率（％） 

滋賀 策定済み 19 19 100.0 

京都 策定済み 26 24 92.3 

大阪 策定済み 43 43 100.0 

兵庫 策定済み 41 41 100.0 

奈良 策定済み 39 25 64.1 

和歌山 策定済み 30 27 90.0 

合計   198 179 90.4 

 

 
 

○ 地域の農林水産物の利用を推進するため、都道府県及び市町村において「地域の

農林水産物の利用促進計画」（地産地消促進計画）を策定するよう努めることとされ

ており、全国では、平成 31 年 3 月末現在 47 都道府県、1,526 市町村（全国の市町

村の 87.7％）で策定されています。 

○ 近畿においては、平成 31(2019)年 3 月末現在、全府県で策定され、市町村段階で

は全 198 市町村中、179 市町村で策定されています。（近畿全体の市町村の 90.4％） 

（図表－1） 


